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(57)【要約】
【課題】振幅の大きな像振れに対しても十分な補正余裕
を確保することを可能にし、効率的な像振れ補正を行う
ことができる撮像装置を提供する。
【解決手段】センサを用いて像振れ信号を検出し、検出
した像振れ信号を周波数帯域別に分離し、分離した像振
れ信号に基づいて、補正量を算出し、算出された補正量
に基づいて像振れ補正処理を行う。周波数帯域別の分離
に際しては、その像振れ信号を高周波成分と低周波成分
とに分離し、分離された高周波成分の像振れ信号に基づ
き光学的に補正するための補正量を算出するとともに、
分離された低周波成分の像振れ信号に基づき電気的に補
正するための補正量を算出し、各補正量に応じて、光学
像振れ補正処理及び電子像振れ補正処理を施す。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被写体像を形成する撮像光学系と、
　上記撮像光学系によって形成される被写体像を光電変換した撮像画像を読み出す撮像素
子と、
　動き検出センサを用いて像振れ信号を出力する像振れ検出部と、
　上記像振れ信号に基づいて、光学的補正量と電子的補正量とからなる像振れ補正量を算
出する演算部と、
　上記撮像光学系の一部を構成する光学素子と上記撮像素子の少なくとも一方を移動させ
、上記光学補正量に応じて、光学的に像振れを補正する光学像振れ補正部と、
　上記撮像素子により読み出された撮像画像の像振れを上記電子的補正量に基づく画像処
理により電子的に補正する電子像振れ補正部と
を備え、
　上記演算部は、
　上記像振れ信号を周波数帯域別に分離する分離部と、
　上記分離部にて分離された像振れ信号の高周波成分に基づいて、上記光学的補正量を算
出する光学像振れ補正演算部と、
　上記分離部にて分離された像振れ信号の低周波成分に基づいて、上記電子的補正量を算
出する電子像振れ補正演算部と備える撮像装置。
【請求項２】
　上記演算部は、さらに、検出された上記像振れ信号の振幅の大きさを解析する信号解析
部を備え、
　上記信号解析部は、解析した上記振幅の大きさに応じて、上記光学的補正量を変更する
請求項１記載の撮像装置。
【請求項３】
　上記演算部は、さらに、補正限界制御部を備え、
　上記補正限界制御部は、像振れ信号に基づいて上記光学像振れ補正演算部及び上記電子
像振れ補正演算部にて算出された全補正量と光学像振れ補正限界量とを比較し、該算出さ
れた全補正量が該光学像振れ補正限界量以下の場合には、該像振れ信号に対して光学像振
れ補正を優先的に施す請求項１又は２記載の撮像装置。
【請求項４】
　上記電子像振れ補正演算部は、上記撮像素子により読み出された撮像画像の複数分割さ
れた領域毎に補正量を算出する請求項１乃至３の何れか１項記載の撮像装置。
【請求項５】
　上記撮像素子は、ＣＭＯＳイメージセンサである請求項４記載の撮像装置。
【請求項６】
　動き検出センサを用いて検出された像振れ信号を高周波成分と低周波成分に分離する分
離工程と、
　上記高周波成分に基づいて光学的補正量を算出する光学的補正量算出工程と、
　上記低周波成分に基づいて電子的補正量を算出する電子的補正量算出工程と、
　上記光学的補正量に基づいて、光学的に像振れ補正処理を行う光学的像振れ補正工程と
、
　上記電子的補正量に基づいて、電子的に像振れ補正処理を行う電子的像振れ補正工程と
　を有する像振れ補正方法。
【請求項７】
　動き検出センサを用いて検出された像振れ信号を高周波成分と低周波成分に分離する分
離工程と、
　上記高周波成分に基づいて光学的補正量を算出する光学的補正量算出工程と、
　上記低周波成分に基づいて電子的補正量を算出する電子的補正量算出工程と、
　上記光学的補正量に基づいて、光学的に像振れ補正処理を行う光学的像振れ補正工程と
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、
　上記電子的補正量に基づいて、電子的に像振れ補正処理を行う電子的像振れ補正工程と
　を有する像振れ補正方法をコンピュータに実行させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振動等によって生じた像振れを効率的に処理することができる撮像装置、及
び像振れ補正方法並びにプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　デジタルカメラ等の撮像装置で撮像された画像は、画像撮像時にカメラ本体を保持する
、例えばユーザの手が揺れることにより被写体像に振れ、いわゆる手振れが生じる場合が
ある。このため、デジタルカメラには、ユーザの手の動きを含め、カメラ本体に加えられ
た振動によって撮像画像に現れる被写体像の振れ（以下、「像振れ」という。）を補正す
る補正機能が組み込まれている。
【０００３】
　像振れ補正処理としては、従来より光学的像振れ補正処理や、電子的像振れ補正処理が
知られており、これらの処理によって像振れをキャンセルすることで実現している。
【０００４】
　光学式像振れ補正処理は、角加速度センサなどでカメラ本体に加えられた振動を検出し
て、この検出結果に応じて被写体像を形成する撮像光学系内部に設けられたプリズムを回
転させ、この撮像光学系の光軸方向を変化させることによって撮像素子の受光面に結像さ
れる像を移動して像振れを補正する処理である。また、電子式像振れ補正は、撮像画像に
画像処理を施して、擬似的に像振れを補正する処理である。
【０００５】
　ところで、光学的像振れ補正処理または電子的像振れ補正処理のどちらかを採用して像
振れ補正処理を施していた従来の撮像装置においては、検出した像振れ信号のうち、比較
的振幅の小さな像振れに対しては、十分な補正余裕を確保して補正することが可能であっ
た。しかしながら、例えば車等の移動体の中から撮像された場合に生じる振幅の大きな像
振れに対しては、補正余裕を十分に確保することができない場合があり、効率的に像振れ
補正を施すことができない場合があった。
【０００６】
　このような振幅の大きな像振れに対して補正処理を行うために、従来の撮像装置では、
以下のようにして補正余裕を確保していた。すなわち、光学式像振れ補正を行う場合には
、補正角を広げることによって補正余裕を確保し、一方電子式像振れ補正を行う場合には
、補正余剰領域を広げることによって補正余裕を確保していた。
【０００７】
　しかしながら、光学式像振れ補正の場合、補正角を広げるようにすることで、レンズや
アクチュエーターが大型化してしまい、それに伴って撮像装置自体が重量化し、さらに大
型化したレンズをシフト駆動するために多くの電力を消費し、レンズを大きく振ることに
よって光学性能が劣化する等の種々の問題を発生させていた。
【０００８】
　また、電子式像振れ補正の場合では、補正余剰領域を広げることによって、実効領域が
縮小し、それに伴って画像が劣化してしまい、また画像更新周期が長いことによって補正
性能が劣化するといった問題を生じさせていた。
【０００９】
　これらの問題に対して、特許文献１の技術が提案されている。この特許文献１の技術は
、光学式振れ補正と電子式振れ補正とを併用することによって、画質劣化のない振れ補正
を実現させようとするものである。
【００１０】
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【特許文献１】特開平１１－１４６２６０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、特許文献１に記載された技術では、光学式振れ補正は角速度センサによ
る振れ検出に基づいて処理され、一方で電子式振れ補正は画像動き検出回路による検出に
基づいて処理され、それぞれの補正手段は撮像装置内において独立して存在しているとと
もに、その振れ検出機構もそれぞれ独立して設けられているので、双方の処理の整合性を
取った制御を行うことができない。このように、各処理が独立して行われる場合には、電
力消費が増大するとともに、効率的な振れ補正を実現することができないという問題があ
った。
【００１２】
　そこで、本発明は、このような実情に鑑みて提案されたものであり、振幅の大きな像振
れに対しても十分な補正余裕を確保することを可能にし、効率的な像振れ補正を行うこと
ができる撮像装置、及び像振れ補正方法並びにプログラムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上述した課題を解決するため、本発明における撮像装置は、被写体像を形成する撮像光
学系と、上記撮像光学系によって形成される被写体像を光電変換した撮像画像を読み出す
撮像素子と、動き検出センサを用いて像振れ信号を出力する像振れ検出部と、上記像振れ
信号に基づいて、光学的補正量と電子的補正量とからなる像振れ補正量を算出する演算部
と、上記撮像光学系の一部を構成する光学素子と上記撮像素子の少なくとも一方を移動さ
せ、上記光学補正量に応じて、光学的に像振れを補正する光学像振れ補正部と、上記撮像
素子により読み出された撮像画像の像振れを上記電子的補正量に基づく画像処理により電
子的に補正する電子像振れ補正部とを備え、上記演算部は、上記像振れ信号を周波数帯域
別に分離する分離部と、上記分離部にて分離された像振れ信号の高周波成分に基づいて、
上記光学的補正量を算出する光学像振れ補正演算部と、上記分離部にて分離された像振れ
信号の低周波成分に基づいて、上記電子的補正量を算出する電子像振れ補正演算部と備え
る。
【００１４】
　また、上述した課題を解決するため、本発明における像振れ補正方法は、センサを用い
て検出された像振れ信号を高周波成分と低周波成分に分離する分離工程と、上記高周波成
分に基づいて光学的補正量を算出する光学的補正量算出工程と、上記低周波成分に基づい
て電子的補正量を算出する電子的補正量算出工程と、上記光学的補正量に基づいて、光学
的に像振れ補正処理を行う光学的像振れ補正工程と、上記電子的補正量に基づいて、電子
的に像振れ補正処理を行う電子的像振れ補正工程とを有する。
【００１５】
　また、本発明におけるプログラムは、センサを用いて検出された像振れ信号を高周波成
分と低周波成分に分離する分離工程と、上記高周波成分に基づいて光学的補正量を算出す
る光学的補正量算出工程と、上記低周波成分に基づいて電子的補正量を算出する電子的補
正量算出工程と、上記光学的補正量に基づいて、光学的に像振れ補正処理を行う光学的像
振れ補正工程と、上記電子的補正量に基づいて、電子的に像振れ補正処理を行う電子的像
振れ補正工程とからなる像振れ補正方法をコンピュータに実行させる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明に係る撮像装置によれば、検出した像振れ信号を周波数帯域別に分離し、光学像
振れ補正処理と電子像振れ補正処理とによる補正処理を施すことを可能にしているので、
振幅の大きな像振れに対しても十分な補正余裕を確保することができるとともに、振幅の
小さな像振れに対しては光学像振れ補正処理を施すようにすることで、電力消費を最小限
に抑え、画像劣化の少ない補正処理を施すことができる。
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【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本実施の形態に係る撮像装置について、図面を参照にして詳細に説明する。
【００１８】
　＜システム構成＞
　図１は、本実施の形態に係る撮像装置のシステム構成を示す図である。この図１に示す
ように、この撮像装置１０は、被写体像を形成してその被写体像に応じた画像信号を読み
出すレンズユニット１００と、レンズユニット１００から読み出された画像信号に対して
画像処理を施す画像処理ユニット２００と、画像データを記録する記録部３００と、動き
を検出するセンサを用いて像振れ信号を検出する像振れ検出部４００と、像振れ検出部４
００より検出された像振れを補正するための補正量を算出する演算部５００とを備えてい
る。
【００１９】
　レンズユニット１００は、複数の光学素子と撮像素子とからなり、被写体像を撮像素子
１０３の受光面に形成する撮像光学系である。このレンズユニット１００は、レンズ１０
１と、像振れ補正するためのシフト防振レンズ１０２と、レンズ１０１において結像され
た被写体像を光電変換して電気信号として取り込むための撮像素子１０３と、シフト防振
レンズ１０２を制御するためのレンズシフトドライバ１０４とから構成され、その撮像素
子１０３は、例えば、ＣＣＤ（Ｃｈａｒｇｅ Ｃｏｕｐｌｅｄ Ｄｅｖｉｃｅ）イメージセ
ンサやＣＭＯＳ（Ｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙ Ｍｅｔａｌ Ｏｘｉｄｅ Ｓｅｍｉｃｏｎ
ｄｕｃｔｏｒ）イメージセンサ等の固体撮像素子により構成されている。このような構成
を有するレンズユニット１００においては、結像された被写体像がデジタル信号に変換さ
れて画像処理ユニット２００に出力される。
【００２０】
　より具体的には、複数の光学素子からなるレンズ１０１は、被写体像を変倍可能に形成
するズームレンズ群を有しており、被写体像を撮像素子１０３の受光面に形成していく。
そして、撮像素子１０３は、レンズ１０１によって形成される被写体像を、その受光面上
に配列した複数の画素で光電変換を行い、光電変換した電気信号をアナログ形式からデジ
タル形式に変換し、この変換したデジタル形式の撮像画像を画像処理ユニット２００に供
給する。
【００２１】
　このレンズユニット１００において、後述する光学像振れ補正演算部５０３から出力さ
れた光学像振れ補正量に基づき、シフト防振レンズ１０２をレンズ１０１の光軸に対して
直交する方向にシフトさせることで、装置に加えられた振動によって生じる像振れを光学
的に補正する。なお、光学的な像振れ補正としては種々のものが知られており、例えば、
撮像素子１０３の受光面をｘ方向及びｙ方向に移動させることで像振れを補正してもよい
。また、シフト防振レンズ１０２の代わりにプリズムをレンズユニット１００に設けて、
このプリズムをｘ方向及びｙ方向を軸とした回転方向に移動することで像振れを補正する
ようにしてもよい。
【００２２】
　画像処理ユニット２００は、レンズユニット１００から出力されたデジタル画像信号に
対して所定の画像処理を施す。この画像処理ユニット２００は、画像処理部２０１と、像
振れ補正部２０２とから構成されている。
【００２３】
　画像処理部２０１は、レンズユニット１００における撮像素子１０３から出力されたデ
ジタル信号を処理するためのもので、デジタルゲインによる明るさ、色、ガンマなどの画
像処理を施し、後述する記録部３００における記憶形式や、図示しない表示部の表示形式
に応じたデータ形式に変換して、処理したデジタル信号を電子像振れ補正部２０２に供給
する。電子像振れ補正部２０２は、電子的な像振れ補正処理を行うためのブロックであり
、後述する電子像振れ補正演算部５０４より指示された像振れ補正量に応じて画像処理に
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よる電子的な像振れ補正処理を施す。
【００２４】
　なお、この画像処理ユニット２００の説明において、画像処理部２０１によりデジタル
信号に対して所定の画像処処理を施した後に、電子像振れ補正部２０２に画像処理したデ
ジタル信号を供給する例を挙げて説明したが、これに限られるものではなく、電子像振れ
補正部２０２において補正処理を施した後に、画像処理部２０１において所定の画像処理
を施すようにしてもよい。
【００２５】
　記録部３００は、画像処理ユニット２００から供給されるデジタル画像信号を記録する
。また、記録部３００は、記憶しているデジタル画像信号を、例えば後述する演算部５０
０からの制御命令に従って、画像処理ユニット２００に読み出す処理も行う。
【００２６】
　像振れ検出部４００は、動き検出センサを用いて撮像装置に加振された像振れ信号を検
出し、その像振れ信号を後述する演算部５００に出力する。具体的に、像振れ検出部４０
０は、撮像装置本体の動きを検出するために、角速度センサなどのセンサにより実現され
る。例えば、角速度を検出するジャイロセンサによって実現される場合、ピッチング方向
、ヨーイング方向、それぞれの方向に加えられた角速度のデータに基づく振動量を検出し
、検出した振動量に基づく像振れ信号をそれぞれ演算部５００に供給する。なお、この像
振れ検出部４００は、加速度センサを用いて、撮像装置本体の動きを検出するようにして
もよい。
【００２７】
　演算部５００は、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ Ｕｎｉｔ）等によっ
て構成され、像振れ検出部４００が検出した振動量に基づいて補正演算を行い、振れに伴
う動きを補正するために像振れ補正量算出し、像振れ補正手段に対して補正量に関する指
示を出力する。このような演算部５００は、ＨＰＦ５０１と、減算部５０２と、光学像振
れ補正演算部５０３と、電子像振れ補正演算部５０４と、信号解析部５０５とから構成さ
れている。
【００２８】
　ＨＰＦ５０１は、像振れ検出部４００より出力された像振れ信号の高周波成分を抽出し
、光学像振れ補正演算部５０３に出力する。
【００２９】
　減算部５０２は、像振れ検出部４００より出力された像振れ信号からＨＰＦ５０１によ
って出力された高周波成分を引き算することで、像振れ信号の低周波成分を抽出する。
【００３０】
　光学像振れ補正演算部５０３は、ＨＰＦ５０１の出力値に基づいて、像振れ補正量を演
算し、レンズユニット１００におけるレンズシフトドライバ１０４に対してその像振れ補
正量を出力する。
【００３１】
　電子像振れ補正演算部５０４は、減算部５０２の出力値に基づいて、像振れ補正用に使
用する余剰領域を用いて有効領域内において実行領域を移動させるための像振れ補正量を
演算し、画像処理ユニットにおける像振れ補正部２０２に対して出力する。
【００３２】
　信号解析部５０５は、像振れ検出部４００から出力された像振れ信号の特徴を解析し、
レンズシフトドライバ１０４に対して指示する。具体的には、像振れ信号の振幅の大きさ
等の振幅状態の確認を行い、例えば、大振幅であった場合には、レンズシフトドライバ１
０４の電力を増やし、補正角を十分大きく確保するように制御することを可能にしている
。このように像振れ信号の振幅の大きさを解析して、その像振れ信号の振幅状態に基づく
光学補正処理を施すようにすることで、電力量等の制御を行い、消費電力量を低減させる
ことができる。詳しくは後述する。
【００３３】
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　このような構成からなる本実施の形態に係る撮像装置１０の各処理部は、以下のような
動作周波数で動作させることができる。すなわち、像振れ検出部４００の動作周波数は、
像振れ信号の高周波成分よりも高い周波数以上でサンプリングを行い、これにより、精度
高く像振れ信号を検出することを可能にする。また、ＨＰＦ５０１のカットオフ周波数は
、シフト防振レンズ１０２の可動範囲と像振れにおける周波数特性から、高周波成分の振
幅がシフト防振レンズ１０２の可動範囲に収まる振幅の周波数に設定される。また、光学
像振れ補正演算部５０３の動作周波数は、像振れ信号の高周波成分よりも高い周波数で動
作する。さらに、電子像振れ補正演算部５０４の動作周波数は、補正周波数が画像更新周
波数（ＮＴＳＣ（Ｎａｔｉｏｎａｌ ＴＶ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ）方
式：６０Ｈｚ、ＰＡＬ（Ｐｈａｓｅ Ａｌｔｅｒｎａｔｉｎｇ Ｌｉｎｅ）方式：５０Ｈｚ
）であり、露光中心に像振れ信号のサンプリングポイントを合致させるために、画像更新
周波数以上で動作させる。
【００３４】
　具体的に、上記の動作周波数条件を満たす周波数例としては、例えば、像振れ検出部４
００は像振れ信号の周波数成分よりも十分高い４ｋＨｚで動作させ、ＨＰＦ５０１のカッ
トオフ周波数は高周波成分の振幅がシフト防振レンズ１０２の可動範囲に収まる周波数で
ある２Ｈｚで動作させる。また、光学像振れ補正演算部５０３は像振れ検出部４００と同
じ４ｋＨｚで動作させ、そして、電子像振れ補正演算部５０４は画像更新周波数よりも高
く、露光中心のサンプリングポイントに合わすために必要な周波数である１ｋＨｚで動作
させる。なお、この動作周波数条件は、一例であり、当然これに限られるものではない。
【００３５】
　このように、本実施の形態に係る撮像装置１０においては、像振れ検出部４００にて検
出した像振れ信号を、演算部５００において高周波成分と低周波成分とに分離し、分離し
た各周波数帯域の像振れ信号毎にそれぞれ補正演算して、像振れ補正処理を施すようにし
ている。具体的には、分離した像振れ信号のうち、高周波成分の像振れ信号に基づいて光
学的補正量を算出し、算出した光学的補正量に応じて光学的に像振れを補正する。一方で
、分離した像振れ信号のうち、低周波成分の像振れ信号に基づいて電子的補正量を算出し
、算出した電子的補正量に応じて電子的に像振れを補正する。
【００３６】
　ここで、図２に、一般的に取得される、像振れ信号の周波数とその像振れ周波数の像振
れ振幅との関係性についての一例を示す。また、図３に、像振れ信号とその周波数成分毎
の波形を示す。
【００３７】
　この図２及び図３から判るように、一般的に、像振れ信号のうちの高周波成分の振幅は
小さく、低周波成分の振幅は大きくなっている。すなわち、振幅の大きな像振れ信号は低
周波帯域に偏っていることが判る。
【００３８】
　上述したように、例えば、光学像振れ補正によって全ての周波数帯域に亘る像振れをキ
ャンセルさせようとする場合、補正角を広げて、振幅の大きな像振れにも対応可能なよう
に補正余裕を確保することによって対応させることができる。しかしながら、この場合に
は、レンズやアクチュエーターが大型化し、それに伴って重量が増加するとともに、レン
ズを駆動するための消費電力が増大する。また、レンズを大きく振ることによって光学性
能が劣化等の種々の問題が発生し、効率的な像振れ補正を実現することが難しくなる。
【００３９】
　一方で、電子像振れ補正によって全ての周波数帯域にわたる像振れをキャンセルさせよ
うとする場合、補正余剰領域を広げて、振幅の大きな像振れにも対応可能なように補正余
裕を確保することによって対応させることができる。しかしながら、この場合では、実効
領域の縮小による画像劣化、画像更新周期が長いことによる補正性能の劣化等により、効
果的な像振れ補正を実現させることがやはり難しい。
【００４０】
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　そこで、本実施の形態に係る撮像装置１０においては、上述したように、装置に加えら
れた動きや振動によって生じた像振れに対して、光学像振れ補正処理と電子像振れ補正処
理を施すようにしている。これにより、光学補正処理または電子補正処理の単独で像振れ
補正処理を行うよりも、それぞれ少ない補正余裕を確保するだけで、大振幅の像振れに対
しても十分な補正余裕を確保することができる。そして、従来生じていた装置の大型化や
画像劣化といった問題をなくすことが可能となる。
【００４１】
　さらに、本実施の形態に係る撮像装置１０においては、像振れ信号に対して光学像振れ
補正処理と電子像振れ補正処理とを施すにあたり、像振れ信号の周波数帯域別に補正方式
を区別するようにしている。すなわち、像振れ検出部４００において検出した像振れ信号
を高周波成分と低周波成分とに分離し、高周波数成分の像振れ信号に対しては算出した光
学像振れ補正量に応じて光学像振れ補正処理を施し、低周波成分の像振れ信号に対しては
算出した電子像振れ補正量に応じて電子像振れ補正処理を施すようにしている。
【００４２】
　高周波成分からなる像振れ信号を光学像振れ補正によって処理する理由としては、高周
波に対する像振れ補正特性の優位性にある。すなわち、電子像振れ補正処理を実行する電
子像振れ補正部２０２は、その放送方式(ＮＴＳＣ方式またはＰＡＬ方式等)に強く依存す
るために、画像更新周期(ＮＴＳＣ方式では６０Ｈｚ、ＰＡＬ方式では５０Ｈｚ)より高い
周波数の補正が不可能となる。それに対して、レンズシフトドライバ１０４は、その放送
方式に依存しないため、高周波で補正駆動させることが可能となっている。したがって、
このことから、像振れ信号のうち、高周波帯域にあるものに対しては光学像振れ補正処理
を施し、低周波帯域にあるものに対しては電子像振れ補正処理を施すようにしている。
【００４３】
　このように、像振れ信号を高周波成分と低周波成分とに分離し、像振れ信号の周波数特
性に合わせて補正処理を施すことにより、周波数特性に合った像振れ補正処理を施すこと
が可能となり、効果的な像振れ補正を実現することができる。
【００４４】
　また、詳しくは後述するが、撮像装置内に光学像振れ補正処理と電子像振れ補正処理と
の両方が可能となるようにした場合においても、光学像振れ補正部と電子像振れ補正部と
を、その装置内において独立して存在させている場合、双方の補正処理の整合性をとるの
が難しく、所望とする像振れ補正結果が得られないという問題が発生する。
【００４５】
　しかしながら、本実施の形態に係る撮像装置１０においては、像振れ検出部４００から
の像振れ信号を、像振れ検出部と像振れ演算部とが一元管理可能なように構成された演算
部５００に出力して、各補正処理量を算出するようにしているので、光学像振れ補正部と
電子像振れ補正部の双方の整合性をとることが容易になり、所望の像振れ補正結果を得易
くすることができる。
【００４６】
　以下では、さらに詳細に上記構成を有する撮像装置１０の像振れ補正処理について説明
をしていく。
【００４７】
　＜光学像振れ補正処理＞
　まず、本実施の形態に係る撮像装置１０における光学像振れ補正処理について図４を参
照にして説明する。図４は、光学像振れ補正量演算の処理を説明するための処理フローで
ある。
【００４８】
　本実施の形態に係る撮像装置１０は、上述したように、像振れ検出部４００において検
出された像振れ信号を演算部５００に出力し、その像振れ信号をＨＰＦ５０１に通過させ
て高周波成分の像振れ信号を抽出する。そして、抽出した高周波成分の像振れ信号は光学
像振れ補正演算部５０３に出力され、この光学像振れ補正演算部５０３は、まずステップ
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Ｓ１０１において、抽出した高周波成分からなる像振れ信号から角速度を取得する。
【００４９】
　具体的には、例えば、像振れ検出部４００においてジャイロセンサ等の角速度センサを
用いた場合、この角速度センサは撮像装置本体のｘ方向の移動を検出するｘ方向移動検出
センサと、ｙ方向の移動を検出するｙ方向移動検出センサとからなっており、これらの移
動検出センサによって、ｘ方向及びｙ方向の位置移動量が検出され、光学像振れ補正演算
部５０３は、この位置移動量から角速度を取得する。なお、像振れ検出部４００に用いら
れる像振れ検出センサは、角速度センサには限られず、例えば３軸の加速度センサを用い
るようにしてもよい。
【００５０】
　このようにして、ステップＳ１０１にて抽出した高周波成分からなる像振れ信号の角速
度を取得すると、光学像振れ補正演算部５０３は、次にステップＳ１０２において、下記
に示す式のように、その取得した角速度を時間積分することによって補正角度を算出する
。
補正角度＝∫角速度ｄｔ
【００５１】
　そして、ステップＳ１０２にて補正角度を算出すると、次に、ステップＳ１０３におい
て、算出した補正角度の情報を、レンズユニット１００におけるレンズシフトドライバ１
０４に対して供給することで補正角を指示する。
【００５２】
　このような光学像振れ補正処理のフローにより、ＨＰＦ５０１より出力された像振れの
高周波成分は、光学像振れ補正演算部５０３により角速度から補正角度が決定され、その
補正角度をレンズシフトドライバ１０４に対して指示し、その結果、撮像素子１０３は像
振れの高周波成分が打ち消された状態で露光されるようになる。
【００５３】
　具体的には、撮像装置１０では、上述のようにして、装置本体に加えられた振動を検出
し、この検出結果に応じて、レンズシフトドライバ１０４の制御のもとにシフト防振レン
ズ１０２をレンズ１０１の光軸に対して直交する方向に移動させることで、この装置に加
えられた振動によって生じる像振れを光学的に補正する。
【００５４】
　すなわち、撮像装置１０は、レンズユニット１００の光軸を変化させ撮像素子１０３の
受光面上で被写体像の移動がなくなるように制御する。
【００５５】
　なお、上述した光学像振れ補正処理に関わらず、撮像装置１０は、次のような補正処理
を行うようにしてもよい。すなわち、撮像装置１０は、撮像素子１０３の受光面をｘ方向
及びｙ方向に移動させることで像振れを補正してもよい。このように撮像素子１０３を移
動させて像振れを補正する場合には、レンズユニット１００の光軸を固定した状態で撮像
素子１０３の受光面上で被写体像の移動がなくなるように制御する。また、撮像装置１０
は、シフト防振レンズ１０２の代わりにプリズムをレンズユニット１００に設けて、この
プリズムをｘ方向及びｙ方向を軸とした回転方向に移動することで像振れを補正するよう
にしてもよい。同様にして撮像装置１０は、撮像素子１０３をｘ方向及びｙ方向を軸とし
た回転方向に移動することで像振れを光学的に補正するようにしてもよい。
【００５６】
　＜光学補正角範囲の制御＞
　ところで、上述したように、本実施の形態に係る撮像装置１０は、ＨＰＦ５０１抽出し
た高周波帯域にある像振れ信号に対しては光学像振れ補正処理を施すようにしているが、
その高周波帯域に存在する像振れ信号のうちでも、振幅の大小に違いがあり、その振幅の
大きさによって適切なレンズユニット１００の制御を行うことが好ましい。それにより、
必要最小限の電力量で光学像振れ補正処理を施すことを可能にし、電子消費を抑えること
ができる。そこで、本実施の形態に係る撮像装置１０においては、演算部５００に信号解
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析部５０５を備えており、撮像装置１０に生じた像振れ信号の振幅の大小等に関する特徴
を解析し、その解析情報を用いて補正角範囲を決定するようにしている。以下では、詳細
に、この光学補正角範囲の制御機構について説明する。
【００５７】
　図５は、本実施の形態に係る撮像装置１０の、光学像振れ補正処理の補正角の制御につ
いて説明するための制御フローである。
【００５８】
　本実施の形態に係る撮像装置１０は、上述したように、像振れ検出部４００において、
撮像装置１０に加えられた振動によって生じた像振れを検出すると、その像振れ信号を演
算部５００に出力し、ＨＰＦ５０１を通過させて像振れ信号を高周波成分と低周波成分に
分離して周波数帯域毎に補正量を算出するが、このとき、本実施の形態に係る撮像装置１
０は、まずステップＳ２０１において、検出した像振れ信号を信号解析部５０５にも出力
し、その信号解析部５０５にて像振れ信号の解析を行う。
【００５９】
　具体的には、例えば、高速フーリエ変換（ＦＦＴ：Ｆａｓｔ Ｆｏｕｒｉｅｒ Ｔｒａｎ
ｓｆｏｒｍ）等の周波数解析を行い、例えば、高周波成分が高い場合には歩行中の状態や
車等の移動体中に居る状態であると判断し、また低周波成分が高い場合にはパンやチルト
状態であると判断する。
【００６０】
　このように、まず信号解析部５０５において、検出された像振れ信号から、その像振れ
信号の状態を解析すると、次に、ステップＳ２０２において、その解析した状態に応じて
、像振れの振幅が大きいか否かを判断する。
【００６１】
　具体的には、例えば、歩行中状態であると判断された場合には、検出した像振れの振幅
が大きい状態（大振幅状態）であると判断する。そして、このステップＳ２０２において
、大振幅状態であると判断されると（ステップＳ２０２にてＹＥＳ：Ｙの場合）、ステッ
プＳ２０３に進む。一方で、ステップＳ２０２において、大振幅状態ではないと判断され
ると（ステップＳ２０２にてＮＯ：Ｎの場合）、ステップＳ２０４に進む。
【００６２】
　ステップＳ２０２にて、大振幅状態にあると判断されると、次に、ステップＳ２０３に
おいて、検出された大振幅の像振れ信号に対応した光学像振れ補正処理を可能にするため
に、光学補正範囲を拡大する。
【００６３】
　一方、ステップＳ２０２にて、大振幅状態ではないと判断されると、次に、ステップＳ
２０４に進み、光学補正範囲を縮小するような補正処理を可能にする。
【００６４】
　具体的に、ステップＳ２０３またはステップＳ２０４にて、それぞれ光学補正範囲を拡
大または光学補正範囲を縮小する処理について、図６を参照にして説明する。なお、この
図６は、本実施の形態に係る撮像装置１０の他の構成例の一例を表すブロック図であり、
この図中の構成において、図１の撮像装置１０に示した同一の符号番号から構成されるも
のは同一の処理を行うものであり、ここではその説明は省略する。この図６に示すように
、撮像装置１０の演算部５００には、図１を参照にして上で説明した構成の他に、さらに
、レンズシフトドライバ指示部５０７を備えている。なお、図６中のリミット制御部５０
６と電子補正指示部５０８に関しては、後述する。
【００６５】
　ステップＳ２０３においては、ＨＰＦ５０１を通過した高周波成分からなる像振れ信号
に基づいて光学像振れ補正演算部５０３にて光学像振れ補正量が算出されるとともに、検
出した像振れ信号の特徴を解析した信号解析部５０５からの大振幅信号であるとの情報が
レンズシフトドライバ指示部５０７に出力される。そして、レンズシフトドライバ指示部
５０７は、光学像振れ補正演算部５０３にて算出された補正量と、その信号解析部５０５
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から供給された情報とに基づいて、光学補正角範囲を拡大するように、レンズユニット１
００のレンズシフトドライバ１０４に指示する。このようにして、像振れ信号が大振幅で
あると判断された場合には、信号解析部５０５からのその情報に基づいて、光学補正範囲
を拡大するようにしている。
【００６６】
　また、ステップＳ２０４においては、上述したように、光学像振れ補正演算部５０３に
て光学像振れ補正量が算出されるとともに、検出した像振れ信号の特徴を解析した信号解
析部５０５からの小振幅信号であるとの情報がレンズシフトドライバ指示部５０７に出力
される。そして、レンズシフトドライバ指示部５０７は、光学像振れ補正演算部５０３に
て算出された補正量と、その信号解析部５０５から供給された情報とに基づいて、光学補
正角範囲を縮小するように、レンズユニット１００のレンズシフトドライバ１０４に指示
する。このようにして、像振れ信号が小振幅であると判断された場合には、信号解析部５
０５からのその情報に基づいて、光学補正範囲を縮小するようにしている。
【００６７】
　このようにして、信号解析部５０５での信号解析に基づいて、光学補正範囲を変化させ
るように制御すると、処理を終了する。
【００６８】
　以上、図５の制御フロー及び図６のブロック図の一例を用いて説明したように、本実施
の形態に係る撮像装置１０は、演算部５００に信号解析部５０５を備えており、この信号
解析部５０５は検出された像振れ信号の振幅の大きさを解析し、その振幅の大きさに関す
る情報をレンズシフトドライバ指示部５０７に供給する。そして、その振幅の大きさに関
する情報と光学像振れ補正演算部５０３にて算出された補正量とを受けたレンズシフトド
ライバ指示部５０７は、レンズユニット１００におけるレンズシフトドライバ１０４をそ
れらの情報を指示して制御させるようにしている。これにより、小振幅状態ではレンズシ
フトドライバ１０４からの指示によりシフト防振レンズ１０２の動きを抑えて電力消費を
抑え、必要最小限の電力で像振れ補正処理を施すことができるようにしている。
【００６９】
　また、このように信号解析部５０５からの特徴情報に基づいて補正量を算出するように
することで、より精度の高い光学像振れ補正を実現することができる。
【００７０】
　なお、上述の説明においては、演算部５００における信号解析部５０５で解析した特徴
情報は、レンズシフトドライバ指示部５０７に出力され、その特徴情報及び光学像振れ補
正演算部５０３にて算出された補正量に基づいて、レンズシフトドライバ指示部５０７が
レンズシフトドライバ１０４に補正角範囲を指示して制御する例について説明したが、こ
れに限られるものではない。例えば、この信号解析部５０５において解析した信号情報は
、光学像振れ補正演算部５０３に出力されるようにして、光学像振れ補正演算部５０３は
その入力された信号解析結果に基づいて補正量を算出し、レンズシフトドライバ１０４を
制御して補正範囲を変化させるように構成してもよい。
【００７１】
　＜電子像振れ補正処理＞
　次に、電子像振れ補正の処理について説明する。図７は、電子像振れ補正量演算の処理
を説明するための処理フローである。また、図８は、撮像面上の実行領域、有効領域及び
余剰領域を示す図である。
【００７２】
　本実施の形態に係る撮像装置１０は、上述したように、像振れ検出部４００において検
出された像振れ信号を演算部５００に出力し、その像振れ信号から、ＨＰＦ５０１に通過
させて抽出された高周波成分の像振れ信号を減算部５０２を介して減算することによって
低周波成分からなる像振れ信号を抽出する。そして、抽出した高周波成分の像振れ信号は
電子像振れ補正演算部５０４に出力され、この電子像振れ補正演算部５０４は、まずステ
ップＳ３０１において、抽出した低周波成分からなる像振れ信号から角速度を取得する。
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【００７３】
　具体的には、上述した光学像振れ補正処理におけるジャイロセンサ等の角速度センサと
同様に、ｘ方向及びｙ方向の位置移動量が検出され、電子像振れ補正演算部５０４は、こ
の位置移動量から角速度を取得する。
【００７４】
　このようにして、ステップＳ３０１にて抽出した低周波成分からなる像振れ信号の角速
度を取得すると、電子像振れ補正演算部５０４は、次にステップＳ３０２において、下記
に示す式のように、その取得した角速度を時間積分することによって補正角度を算出する
。
補正角度＝∫角速度ｄｔ
【００７５】
　そして、ステップＳ３０２にて補正角を算出すると、電子像振れ補正演算部５０４は、
次にステップＳ３０３において、下記に示す式に基づき、算出した補正角度を補正画素に
変換する。電子像振れ補正処理の場合は、補正単位が補正角度ではなく補正画素であるの
で、算出した補正角度から補正が画素に変換することが必要となる。
補正画素＝ｆ（補正角度）
【００７６】
　この補正画素を算出する関係式の一例としては、例えば、像振れ信号の角速度から算出
した補正角度が微小である場合には、下記に示す数式等により算出することができるが、
当然これに限られるものではない。
補正画素＝補正角度×光学倍率
【００７７】
　このようにして、電子像振れ補正演算部５０４は、ステップＳ３０３にて補正角度から
補正画素を算出すると、ステップＳ３０４において、算出した補正画素を、画像処理ユニ
ット２００における像振れ補正部２０２に対して指示する。
【００７８】
　このような電子像振れ補正処理のフローにより、減算部５０２より出力された像振れの
低周波成分は、電子像振れ補正演算部５０４により補正画素が決定され、電子像振れ補正
演算部５０４はその補正画素を像振れ補正部２０２に対して指示する。そして、像振れ補
正部２０２において、その供給された補正画素に基づいて算出した補正ベクトルにより、
記録部３００に像振れの低周波成分が打ち消された状態で画像が記録される。
【００７９】
　より具体的に説明すると、検出した低周波成分の像振れ信号から算出された補正画素に
基づいて補正ベクトルが生成されると、図８に示す余剰領域を用いて、有効領域の範囲内
で像振れによって移動した実行領域を、その補正ベクトルに従って移動させる。これによ
り、記録部３００に像振れの低周波成分が打ち消された状態で画像が記録される。なお、
本明細書においては、図８で示す有効領域とは、撮像面上の全領域を意味し、実行領域と
は、像振れ補正で抽出する有効領域の一部分を意味し、また余剰領域とは、像振れ補正に
使用するための領域を意味するものとする。
【００８０】
　本実施の形態に係る撮像装置１０は、この電子像振れ補正と、上で説明した光学像振れ
補正と組み合わせることで、高周波成分からなる像振れと低周波成分からなる像振れの両
方を打ち消した状態で記録することができる。例えば、車等の移動体から撮像したときに
生じる大振幅からなる低周波成分からなる像振れに、ユーザの手振れ等による小振幅から
なる像振れが混合したような場合では、それぞれの周波数帯域からなる像振れを精度高く
補正処理することが可能となる。
【００８１】
　このように、光学像振れ補正と電子像振れ補正とを組み合わせることによって、振幅の
大きな像振れに対しても、補正余裕を十分に確保することができ、効果的な像振れ補正を
実現することができる。
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【００８２】
　また、電子像振れ補正処理では補正することができない露光中の像振れに対しても、光
学像振れ補正処理を併用することで補正することが可能となる。
【００８３】
　ところで、上述したように、本実施の形態に係る撮像装置１０では、高周波成分からな
る像振れ信号に対しては光学像振れ補正処理を施し、低周波成分に対しては電子像振れ補
正処理を施すようにしているが、像振れ信号の低周波成分を電子像振れ補正にて処理する
場合には、その用いる撮像素子の読み出し方式の違いにより、補正処理にも違いが生じる
。
【００８４】
　以下では、本実施の形態に係る撮像装置１０の、撮像素子別による電子像振れ補正処理
について説明していく。
【００８５】
　＜撮像素子別の補正処理＞
　本実施の形態に係る撮像装置１０では、その撮像素子１０３として、ＣＣＤセンサやＣ
ＭＯＳセンサのどちらを用いるようにしてもよいが、ＣＣＤセンサとＣＭＯＳセンサでは
読み出し方式が異なるため、露光タイミングがそれぞれ異なり、各撮像素子に適合した制
御を行う必要がある。
【００８６】
　具体的には、ＣＣＤセンサは、読み出し方式が電荷転送型の固体撮像素子であり、この
ＣＣＤセンサの場合には、全画素を同時期に露光して、画素データを読み出すことが可能
となっている。そして、このＣＣＤセンサを用いた像振れ補正処理においては、全ての画
素の露光期間が等しく、画像の歪みが生じないために、像振れによる影響を低減させるた
めの処理を実行する上で必要とされる像振れ補正量は、１フィールドまたは１フレーム内
で得られた像振れ情報に基づいて算出された単一の値を用いて処理することができる。
【００８７】
　図９は、ＣＣＤセンサの像振れ補正処理タイミングを示すものである。上述したように
、撮像素子としてＣＣＤセンサを用いた場合の電子像振れ補正処理は、全画素の像振れ補
正量が同じであるため、画像更新周期に１回のみ補正処理が動作する。
【００８８】
　これに対して、ＣＭＯＳセンサは、読み出し方式が２次元アドレス型の固体撮像素子で
あり、１画素単位あるいは１ライン単位で順番に読み出されるようになっている。
【００８９】
　さらに詳細にライン単位で読み出しを行う撮像素子であるＣＭＯＳセンサについて図１
０を参照にして説明する。図１０は、ＣＭＯＳセンサのライン毎の読み出しのずれについ
て説明するための図である。ここでは、全画素の読出し周期が１／Ｔ秒で、１画素がライ
ンｙ０乃至ラインｙ２で構成されるＣＭＯＳセンサの場合を例に挙げて説明する。なお、
説明の便宜上、図１０（Ｂ）では１画面中におけるラインｙ０、ラインｙ１、ラインｙ２
の３つのラインを抽出し、各ライン毎の電荷蓄積の様子と読み出しタイミングのずれにつ
いて示す。
【００９０】
　この図１０（Ｂ）を参照すると、ラインｙ０の露光期間は、開始時刻が時刻ｔ１であり
、終了時刻が時刻ｔ２である。ラインｙ１の露光期間の終了時間は、時刻ｔ３であり、ラ
インｙ２の露光期間の終了時間は、時刻ｔ４である。
【００９１】
　時刻ｔ２と時刻ｔ３との時間差は時間差Δｔであり、時刻ｔ３と時刻ｔ４の時間差は時
間差Δｔである。すなわち、露光期間は、１ライン毎に時間差が時間差Δｔだけ生じるこ
とになる。したがって、画面の一番上のラインｙ０と一番下のラインｙ２とでは、この場
合、露光期間に１／Ｔ秒に近い時間差が発生することになる。このように、１画像を読み
出す際、一番上のラインｙ０と一番下のラインｙ２とでは露光期間に１／Ｔ秒に近い時間
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差（露光期間のずれ）が生じるため、このずれが生じる状況下で像振れが生じた場合、こ
のライン毎による露光期間の時間差により、被写体である物体の画像が変形してしまうこ
ととなる。
【００９２】
　図１１は、ＣＭＯＳセンサの像振れ補正処理タイミングを示すものである。上述したよ
うに、撮像素子としてＣＭＯＳセンサを用いた場合の電子像振れ補正処理において、１フ
ィールドまたは１フレーム内で得られた像振れ信号情報に基づいて算出された単一の補正
量で像振れ補正処理を行った場合、各ライン毎に露光期間のずれ（撮像のタイミングのず
れ）が生じるため、像振れの影響を完全に取ることができない。そして、結果として、ユ
ーザに提供される画像が歪んだ画像となってしまうことが考えられる。したがって、ＣＭ
ＯＳセンサを用いて電子像振れ補正処理を施す場合には、ＣＣＤセンサのように全画素同
一補正量ではなく、１画面中の各ライン毎に補正量を算出して補正処理を行うことが必要
となる。
【００９３】
　このように、画像更新周期と独立して処理することができる光学像振れ補正演算は、画
像更新周期とは別の同期で処理できるのに対し、画像更新の同期で処理する電子像振れ補
正演算は、撮像素子の読み出し方式に依存し、画像更新周期に同期して処理する必要があ
る。そして、一般的にＣＣＤセンサでは、全ての画素は露光の開始と終了のタイミングが
同じであるため各画素の同時性があるのに対して、ＣＭＯＳセンサでは画素毎の同時性が
なく、それぞれ露光タイミングが異なる。
【００９４】
　近年、高精細装置の普及による撮像素子の多画素化が一般化しており、多画素の撮像素
子を高速に読み出すには、ＸＹアドレス走査型の読み出し行うことが必要とされている。
また、このＸＹアドレス走査型の撮像素子では、各画素の信号を選択方式で取り出すため
、取り出す順番を容易に変えることができ、走査の自由度が高く、この点においても高精
細な装置への適用が望ましい。したがって、これらの観点から近年では、撮像素子として
ＣＭＯＳセンサを適用させることへの要望が強くなっている。
【００９５】
　さらに、ＣＭＯＳセンサでは、以下のような利点を有している、すなわち、２次元アド
レス走査型のＣＭＯＳセンサでは、電荷転送型のＣＣＤセンサと比べて、その動作方式の
違いからノイズひとつであるスミアの発生をなくすことができるとともに、ＣＭＯＳセン
サの場合には、より小さい消費電力で駆動させることが可能となっている。
【００９６】
　そこで、以下では、撮像素子１０３としてＣＭＯＳセンサを用いた場合の、本実施の形
態に係る撮像装置１０の電子像振れ補正処理について詳細に説明していく。
【００９７】
　上述したように、電子像振れ補正処理においては、撮像素子１０３としてＣＭＯＳセン
サを用いた場合、読み出し方式により各ライン毎の露光タイミングが異なることから、そ
の複数分割された領域（ライン）毎に像振れに対する補正量を算出することが必要となっ
てくる。
【００９８】
　図１２は、各ライン毎に異なった補正ベクトルを適応させることを説明するための模式
図である。図１２（Ａ）は、１画像中のライン０、ラインｎ、ラインＮにおける時間ｔに
対する像振れ検出ベクトルｖを示す。すなわち、関数ｆ（ｔ）によって時間ｔにおける像
振れベクトルを算出する。また、図１２（Ｂ）は、各ラインにおける補正ベクトルを示し
ている。
【００９９】
　上述したように、撮像素子１０３としてＣＭＯＳセンサを用いた場合には、１画像中に
おける各ライン毎に露光タイミングが異なる。したがって、図１２に示すように、各ライ
ン毎に像振れベクトルも相違し、その像振れベクトルを打ち消すように各ライン毎に補正
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ベクトル量を算出することが必要となり、電子像振れ補正演算部５０４にて各ライン毎に
像振れ量と補正量を算出することにより、像振れをキャンセルする。
【０１００】
　図１３は、画像の更新周期と各ラインにおける電荷蓄積タイミングを示す図である。な
お、この図１１中において、ＴＢは画像更新周期、ＴＣは電荷蓄積期間、ＴＳは電子シャ
ッター時の掃き捨て蓄積期間、Ｎはライン数、ＴＯは光学像振れ補正演算部の検出と補正
の周期、ＴＥは電子像振れ補正演算部の周期を示している。
【０１０１】
　この図１３から判るように、本実施の形態の係る撮像装置１０においては、電子シャッ
ター機能が備えられている。電子シャッターは、１回の水平走査期間につき１回の電荷掃
き捨てパルスを印加することで、それまでにＣＭＯＳセンサの受光部に蓄積された不要電
荷を掃き捨てる機能であり、これにより適切な電荷蓄積が行われる。そして、電子シャッ
ターをＯＦＦにし、すぐに露光を開始することで、再び電荷の蓄積させることができる。
これにより不要な電荷を蓄積させずに、必要な電荷だけがＣＭＯＳセンサの受光部に蓄積
した状態を保持できる。また、このように電子シャッター機能を備えることにより、過度
の電荷蓄積時間、すなわち過度の露光時間による像振れの発生を防止することが可能とな
る。
【０１０２】
　本実施の形態に係る撮像装置１０においては、このように、電子シャッター機能を備え
ているので適切な電荷蓄積を行うことが可能となるが、装置に発生した像振れを検出し、
その検出した像振れ信号に基づいて電子像振れ補正量を算出するに際しては、画像更新周
期ＴＢ中における電子シャッターよる電荷掃き捨て期間を考慮して、電荷蓄積期間ＴＣの
中心、換言すると有効露光期間の中心（露光中心）における像振れ信号を検出し、その検
出した像振れ信号から補正量を算出することが必要となる。
【０１０３】
　この図１３を参照して、例えば、６０Ｈｚの画像更新周期ＴＢあたりに、電子像振れ補
正のサンプリング周波数４８０Ｈｚでサンプリングポイントを設定するような場合、電子
シャッターによる電荷掃き捨て期間ＴＳを考慮して電荷蓄積期間ＴＣの露光中心にサンプ
リングタイミングが合致するように設定することが望ましいが、電子シャッターによる電
荷掃き捨て期間ＴＳを任意に設定した場合には、必ずしも露光中心がサンプリングタイミ
ングに合致させることができるとは限らない。
【０１０４】
　そこで、本実施の形態に係る撮像装置１０では、適切な像振れ信号を検出し、その像振
れ信号に対して適切な補正量を算出するために、１画像中の各ライン毎の露光中心におけ
る像振れ信号を算出し、一定周期の各サンプリングポイントにおける像振れ信号の検出結
果を補間するようにしている。具体的には、下記の数式１から、各ラインの露光中心に相
当する時間ｔを算出し、その算出結果から、図１２に示したように、各ライン毎に補正ベ
クトルｖを算出することができるようになっている。
【０１０５】
【数１】

【０１０６】
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　このように、本実施の形態に係る撮像装置１０では、画像更新周期ＴＢにおけるサンプ
リングポイントにおいて検出する像振れ信号を補間し、補間した検出結果に基づいて補正
量を算出するようにしているので、精度の高い像振れ信号検出と、その像振れに対する補
正量の算出が可能となっている。また、任意に電子シャッター機能を実行させた場合でも
、上記数式１より電荷蓄積期間ＴＣにおける露光中心ｔを算出することで、適切な像振れ
補正量を算出することができる。
【０１０７】
　従来の撮像装置における電子像振れ補正処理においては、撮像素子としてＣＭＯＳセン
サを用いた場合、画面上部と下部では露光タイミングにずれが生じてしまうため、画像に
よる像振れの検出は、結像面の被写体の時間的なずれが問題となっていた。このことから
、領域毎に時間的に異なるものを比較することは難しく、検出誤差につながりやすくなる
という問題があった。また、画像検出は被写体の影響を受けやすいので、ローコントラス
ト、高周波画像、Ｓ／Ｎが悪い画像等では、像振れ信号を誤検出するという問題があった
。
【０１０８】
　しかしながら、本実施の形態に係る撮像装置１０によれば、サンプリングタイミングに
おける像振れ信号検出に補間するようにして、電荷蓄積期間ＴＣの露光中心ｔにおける像
振れ信号を検出し、その時点における補正ベクトルｖを算出するようにし、算出した補正
ベクトルｖを、画像処理ユニット２００における像振れ補正部２０２に供給するようにし
ている。これにより、上記の問題を解決するとともに、精度の高い、電子像振れ補正処理
をすることができる。
【０１０９】
　そして、このように、精度の高い電子像振れ補正処理を実現させることで、振幅が大き
い像振れ信号が多い低周波数帯域の像振れに対して、的確に補正処理を施すことができる
。
【０１１０】
　以上、本実施の形態に係る撮像装置１０における、光学像振れ補正処理と電子像振れ補
正処理について説明した。本実施の形態に係る撮像装置１０は、このように、光学像振れ
補正と電子像振れ補正とを組み合わせて像振れ補正処理を施すようにしているので、容易
に十分な補正余裕を確保することが可能となり、振幅の大きな像振れに対しても、精度高
く補正処理を施すことができる。
【０１１１】
　また、これにより、従来の撮像装置に比して、レンズユニットのおけるレンズやアクチ
ュエーターの大型化を防止することができ、それに伴う装置の重量化を防止することがで
きる。さらに、レンズをシフト駆動するための消費電力の増大、またさらにレンズを大き
くシフトさせることによる光学性能劣化等を防止することもできる。
【０１１２】
　また、電子像振れ補正処理を採用していた従来の撮像装置に比して、補正角を十分に確
保することに伴う実効領域の縮小による画像劣化等を防止することが可能となる。
【０１１３】
　＜補正量の分配制御フロー＞
　上述したように、本実施の形態に係る撮像装置１０によれば、光学像振れ補正処理と電
子像振れ補正処理とを組み合わせることによって、大きい補正角を確保することができ、
振幅の大きな像振れに対しても、効率的に像振れ補正処理を施すことができる。
【０１１４】
　一方でまた、この本実施の形態に係る撮像装置１０では、装置に生じた像振れを補正す
るための補正角が比較的小さい場合、すなわち補正量が小さい場合には、光学像振れ補正
を優先的に補正手段として用いることも可能となっている。このように、補正角が小さい
場合には光学像振れ補正を優先的に処理することによって、電子像振れ補正処理に伴う画
像劣化等の問題発生を防止することができる。また、撮像装置１０の演算量を抑えること
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も可能となり、必要最小限の電力で、高速に補正処理を施すことができる。
【０１１５】
　また、このように光学像振れ補正処理を優先的に行うことにより、露光中の像振れ補正
処理を可能にすることができる。光学像振れ補正と電子像振れ補正の相違として、撮像素
子の露光振れに対する補正の対応の有無があり、光学像振れ補正の場合には露光中も補正
が可能であるのに対して、電子像振れ補正の場合には露光中に像振れを補正することはで
きない。上述したように、電子像振れ補正の場合、例えば撮像素子としてＣＭＯＳセンサ
を用いた場合では、その露光タイミングにずれが生じてしまうため、１画像中の各ライン
毎に補正量が異なり、露光中に補正ができないことによる影響をさらに大きくしてしまう
。
【０１１６】
　そこで、本実施の形態に係る撮像装置１０においては、補正量限界に基づいて制御する
ことにより、光学像振れ補正処理を優先させる処理を行うようにしており、これにより、
露光中の像振れ補正を可能な限り可能にし、露光中に生じる被写体振れ等を最小限に抑え
ることができる。以下に、光学像振れ補正処理優先制御機構について、再び図６のブロッ
ク図と、さらに図１４のフローチャートを参照にして詳細に説明する。
【０１１７】
　上述したように、図６は、本実施の形態に係る撮像装置１０の他の構成例の一例を表す
ブロック図であり、各補正演算部５０３，５０４における補正限界に基づいた制御を行う
ものである。
【０１１８】
　この図６に示すように、撮像装置１０の演算部５００には、図１を参照にして上で説明
した構成の他に、さらにリミット制御部５０６と、レンズシフトドライバ指示部５０７と
、電子補正指示部５０８とを備えている。
【０１１９】
　像振れ検出部４００にて検出した像振れ信号のうち、高周波成分の像振れ信号は光学像
振れ補正演算部５０３に、低周波成分の像振れ信号は電子像振れ補正演算部５０４に入力
され、各補正演算部５０３，５０４にて補正量が算出されると、その補正量はリミット制
御部５０６に出力される。このリミット制御部５０６では、各補正演算部５０３，５０４
にて算出された補正量を統合するとともに、各補正演算部５０３，５０４にて算出された
像振れに対する全補正量が、光学補正及び電子補正の補正限界（補正量ｍａｘ）にあるか
否かを判断する。そして、このリミット制御部５０６からの補正量情報は、光学像振れ補
正処理を施すためにレンズシフトドライバ１０４に指示するためのレンズシフトドライバ
指示部５０７と、電子像振れ補正処理を施すために像振れ補正部２０２に指示するための
電子補正指示部５０８に、それぞれ出力される。そして、これらの指示部からの指示に基
づき、補正処理が施される。このように構成された本実施の形態に係る撮像装置１０は、
このリミット制御部５０６における制御に基づいて、光学像振れ補正処理を優先させる処
理を行うことができるようになっている。
【０１２０】
　ここで、より具体的に、図１４のフローを参照して、光学像振れ補正処理優先制御機構
について詳細に説明する。図１４は、本実施の形態に係る撮像装置１０の、光学像振れ補
正処理を優先的に用いる動作制御を説明するための制御フローである。
【０１２１】
　本実施の形態に係る撮像装置１０は、上述したように、像振れ検出部４００において、
撮像装置１０の移動に伴う像振れを検出すると、その像振れ信号を演算部５００に出力し
、ＨＰＦ５０１を通過させて像振れ信号を高周波成分と低周波成分に分離する。そして、
まずステップＳ４０１において、分離した各像振れ信号のうち、高周波成分の像振れ信号
に対しては光学像振れ補正演算処理を施し、低周波成分の像振れ信号に対しては電子像振
れ補正演算処理を施す。
【０１２２】
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　具体的には、上述したように、像振れ検出部４００において検出された像振れ信号が演
算部５００に入力され、ＨＰＦ５０１において検出された像振れ信号のうちの高周波成分
が抽出されると、その高周波帯域の像振れ信号は光学像振れ補正演算部５０３にて補正量
が算出される。一方、像振れ検出部４００にて検出された全像振れ信号からＨＰＦ５０１
にて抽出された高周波帯域の像振れ信号が減算部５０２において差し引かれることによっ
て抽出された低周波帯域の像振れ信号は、電子像振れ補正演算部５０４にて補正量が算出
される。
【０１２３】
　このようにして、まずステップＳ４０１にて、検出された像振れ信号のうち高周波成分
が光学像振れ補正演算部５０３で、低周波成分が電子像振れ補正演算部５０４で、それぞ
れ補正量が算出されると、次にステップＳ４０２において、総合像振れ補正量と光学像振
れ補正量の比較を行う。すなわち、ステップＳ４０１において、光学像振れ補正演算部５
０３にて算出された補正量と電子像振れ補正演算部５０４にて算出された補正量とを合算
した像振れに対する全補正量（総合補正量）と、光学像振れ補正限界量とを比較する。そ
して、この比較の結果、「総合像振れ補正量（Ｖｔ）＞光学像振れ補正限界（Ｖｏ＿ｍａ
ｘ）」である場合（ステップＳ４０２にてＹＥＳ：Ｙの場合）にはステップＳ４０３に進
む。一方、比較の結果、「総合像振れ補正量（Ｖｔ）＞光学像振れ補正限界（Ｖｏ＿ｍａ
ｘ）」ではない場合（ステップＳ４０２にてＮＯ：Ｎの場合）にはステップＳ４０４に進
む。
【０１２４】
　ステップＳ４０２にて「総合像振れ補正量（Ｖｔ）＞光学像振れ補正限界（Ｖｏ＿ｍａ
ｘ）」であると判断されると、ステップＳ４０３において、
光学像振れ補正量（Ｖｏ）＝光学像振れ補正量限界（Ｖｏ＿ｍａｘ）
電子像振れ補正量（Ｖｅ）＝総合像振れ補正量（Ｖｔ）－光学像振れ補正量限界（Ｖｏ＿
ｍａｘ）
を設定し、次にステップＳ４０５に進む。
【０１２５】
　一方で、ステップＳ４０２にて、「総合像振れ補正量（Ｖｔ）＞光学像振れ補正限界（
Ｖｏ＿ｍａｘ）」ではないと判断されると、ステップＳ４０４において、
光学像振れ補正量（Ｖｏ）＝総合像振れ補正量（Ｖｔ）
電子像振れ補正量＝０
を設定する。このステップＳ４０４において、このようにして光学像振れ補正量（Ｖｏ）
＝総合像振れ補正量（Ｖｔ）が設定されて、検出した像振れ信号のすべてが光学像振れ補
正によって処理されるように設定されると、この制御フローの処理は終了となり、光学像
振れ補正演算部５０３にて算出された補正量は、撮像装置１０のレンズユニット１００に
おけるレンズシフトドライバ１０４に出力され、その補正量に基づきシフト防振レンズ１
０２を制御して光学像振れ補正処理を実行する。
【０１２６】
　ステップＳ４０３にて光学像振れ補正量（Ｖｏ）と電子像振れ補正量（Ｖｅ）が設定さ
れると、次にステップＳ４０５において、電子像振れ補正量（Ｖｅ）と電子像振れ補正限
界（Ｖｅ＿ｍａｘ）の比較を行う。すなわち、ステップＳ４０３にて総合像振れ補正量（
Ｖｔ）から光学像振れ補正限界（Ｖｏ＿ｍａｘ）に設定された光学像振れ補正量（Ｖｏ）
を差し引くことによって決定された電子像振れ補正量（Ｖｅ）が、電子像振れ補正限界（
Ｖｅ＿ｍａｘ）よりも大きいか否かの判断が行われる。そして、この比較の結果、「電子
像振れ補正量（Ｖｅ）＞電子像振れ補正限界（Ｖｅ＿ｍａｘ）」である場合（ステップＳ
４０５にてＹＥＳ：Ｙの場合）には、ステップＳ４０６に進む。一方、比較の結果、「電
子像振れ補正量（Ｖｅ）＞電子像振れ補正限界（Ｖｅ＿ｍａｘ）」ではない場合（ステッ
プＳ４０２にてＮＯ：Ｎの場合）には、ステップＳ４０７に進む。
【０１２７】
　ステップＳ４０５にて「電子像振れ補正量（Ｖｅ）＞電子像振れ補正限界（Ｖｅ＿ｍａ
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ｘ）」であると判断されると、ステップＳ４０６において、
光学像振れ補正量（Ｖｏ）＝光学像振れ補正量限界（Ｖｏ＿ｍａｘ）
電子像振れ補正量（Ｖｅ）＝電子像振れ補正量限界（Ｖｅ＿ｍａｘ）
を設定し、この制御フローの処理は終了となる。そして、光学像振れ補正限界に設定され
た光学像振れ補正量は、光学像振れ補正演算部５０３からレンズユニット１００における
レンズシフトドライバ１０４に出力されて、その補正量に基づいてシフト防振レンズ１０
２を制御して光学像振れ補正処理を実行する。また、電子像振れ補正限界に設定された電
子像振れ補正量は、電子像振れ補正演算部５０４から、撮像装置１０における画像処理ユ
ニット２００の像振れ補正部２０２に出力されて、その補正量に基づいて電子像振れ補正
処理を実行する。
【０１２８】
　一方で、ステップＳ４０５にて「電子像振れ補正量（Ｖｅ）＞電子像振れ補正限界（Ｖ
ｅ＿ｍａｘ）」ではないと判断されると、ステップＳ４０７において、
光学像振れ補正量（Ｖｏ）＝光学像振れ補正量限界（Ｖｏ＿ｍａｘ）
電子像振れ補正量（Ｖｅ）＝総合像振れ補正量（Ｖｔ）－光学像振れ補正量限界（Ｖｏ＿
ｍａｘ）
を設定し、この制御フローの処理は終了となり、ステップＳ４０３において設定された補
正量まま、補正処理を実行することとなる。すなわち、光学像振れ補正限界に設定された
光学像振れ補正量は、光学像振れ補正演算部５０３からレンズユニット１００におけるレ
ンズシフトドライバ１０４に出力されて、その補正量に基づいてシフト防振レンズ１０２
を制御して光学像振れ補正処理を実行する。また、総合像振れ補正量（Ｖｔ）から光学像
振れ補正限界（Ｖｏ＿ｍａｘ）に設定された光学像振れ補正量（Ｖｏ）を差し引くことに
よって決定された電子像振れ補正量（Ｖｅ）は、電子像振れ補正演算部５０４から、撮像
装置１０における画像処理ユニット２００の像振れ補正部２０２に出力され、その補正量
に基づいて電子像振れ補正処理を実行する。
【０１２９】
　以上、図６及び図１４を用いて説明したように、本実施の形態に係る撮像装置１０は、
像振れ信号に対する補正量を算出する演算部５００において、リミット制御部５０６を備
えており、補正量演算結果に基づいて、補正量を制御することができるようになっている
。具体的に、このリミット制御部５０６は、光学像振れ補正演算部５０３と電子像振れ補
正演算部５０４とで算出された補正量から全補正量を算出する。また、このリミット制御
部５０６は、光学像振れ補正及び電子像振れ補正の補正限界量に関する情報を保持してお
り、全補正量と光学像振れ補正限界量とを比較する。さらに、各補正演算部５０３，５０
４にて算出された各補正量と各像振れ補正限界量とを比較する。
【０１３０】
　そして、例えば、検出された像振れ信号に基づいて光学像振れ補正演算部及び電子像振
れ補正演算部にて算出された全補正量と光学像振れ補正限界量とを比較し、算出された全
補正量が光学像振れ補正限界量以下の場合には、検出された像振れ信号に対して光学像振
れ補正を優先的に実行させる。このように、リミット制御部５０６の制御に基づき光学像
振れ補正を優先させることにより、撮像装置における演算負荷を軽減することができると
ともに、電力消費を抑え、また高速な補正処理を実行することができる。また、露光中の
像振れ補正を可能にし、精度の高い像振れ処理を実行することができるようにしている。
【０１３１】
　また、光学像振れ補正処理を優先して行わせることにより、撮像素子から読み出された
後に擬似的に像振れを補正する電子像振れ補正処理に比べて、像振れによる画像劣化をよ
り低減することができる。
【０１３２】
　なお、上述した光学像振れ補正を優先して行わせる制御に際して、演算部５００に備え
られている信号解析部５０５による振幅の大きさに関する信号解析結果を反映させて制御
するようにしてもよい。すなわち、信号解析部５０５が、検出した像振れ信号が小振幅信
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号であると解析すると、その解析結果に関する情報を、例えば、リミット制御部５０６に
供給する。そして、リミット制御部５０６は、その供給された情報を利用して、光学像振
れ補正を優先して行わせるようにしてもよい。また、信号解析部５０５が小振幅信号であ
るとの信号解析を行うと、その解析結果に関する情報を、例えば、ＨＰＦ５０１に供給す
る。そして、ＨＰＦ５０１は、その供給された情報を利用して、周波数帯域別に分離する
カットオフ機能を停止し、全ての像振れ信号を光学像振れ補正演算部５０３に出力するよ
うにし、全像振れ信号に対する光学像振れ補正量に基づいて光学像振れ補正を行わせるよ
うにしてもよい。
【０１３３】
　上述したように、本実施の形態に係る撮像装置１０は、光学像振れ補正処理と電子像振
れ補正処理とを周波数帯域別に実行することが可能となっている。そしてまた、本実施の
形態に係る撮像装置１０においては、その光学像振れ補正処理と電子像振れ補正処理とを
実行するに際し、統一した検出部である像振れ検出部４００によって検出した像振れ信号
を、像振れ検出部と像振れ演算部とが一元管理可能なように構成された演算部５００に出
力して、各補正処理量を算出するようにしている。これにより、光学像振れ補正部と電子
像振れ補正部の双方の整合性をとることが容易になり、所望の像振れ補正結果を得易くす
ることができる。
【０１３４】
　さらに、このように各補正処理を一元管理することによって、上述したような信号解析
部５０５による像振れ信号の振幅の大きさの解析に基づいて、消費電力を抑えた補正処理
を行うことができる。また、各補正処理部における補正限界を考慮してそれぞれの補正量
を算出することができるので、より効率的な像振れ補正処理を可能にすることができる。
【０１３５】
　またさらに、各補正処理を一元管理し、それぞれの補正処理の限界量に応じて各補正処
理を制御することにより、画像劣化や消費電力の増大を防止した効率的かつ効果的な像振
れ補正処理を施すことができる。
【０１３６】
　上述した像振れを補正するための処理は、それぞれの機能を有するハードウェアにより
実行させることもできるが、ソフトウェアにより実行させることもできる。一連の処理を
ソフトウェアにより実行させる場合には、そのソフトウェアを構成するプログラムが専用
のハードウェアに組み込まれているコンピュータ、または各種のプログラムをインストー
ルすることで、各種の機能を実行することが可能な、例えば汎用のパーソナルコンピュー
タなどに、記録媒体からインストールされる。
【０１３７】
　記録媒体について説明するために、簡単に、記録媒体を扱うパーソナルコンピュータに
ついて説明する。図１５は、汎用のパーソナルコンピュータの内部構成例を示す図である
。パーソナルコンピュータのＣＰＵ６０１は、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ Ｏｎｌｙ Ｍｅｍｏｒｙ
）６０２に記憶されているプログラムに従って各種の処理を実行する。ＲＡＭ（Ｒａｎｄ
ｏｍ Ａｃｃｅｓｓ Ｍｅｍｏｒｙ）６０３には、ＣＰＵ６０１が各種の処理を実行する上
において必要なデータやプログラムなどが適宜記憶される。入出力インタフェース６０５
は、キーボードやマウスから構成される入力部６０６が接続され、入力部６０６に入力さ
れた信号をＣＰＵ６０１に出力する。また、入出力インタフェース６０５には、ディスプ
レイやスピーカなどから構成される出力部６０７も接続されている。
【０１３８】
　さらに、入出力インタフェース６０５には、ハードディスクなどから構成される記憶部
６０８、および、インターネットなどのネットワークを介して他の装置とデータの授受を
行う通信部６０９も接続されている。ドライブ６１０は、磁気ディスク６１１、光ディス
ク６１２、光磁気ディスク６１３、半導体メモリ６１４などの記録媒体からデータを読み
出したり、データを書き込んだりするときに用いられる。
【０１３９】
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　記録媒体は、図１５に示すように、パーソナルコンピュータとは別に、ユーザにプログ
ラムを提供するために配布される、プログラムが記録されている磁気ディスク６１１（フ
レキシブルディスクを含む）、光ディスク６１２（ＣＤ－ＲＯＭ（Ｃｏｍｐａｃｔ Ｄｉ
ｓｃ－Ｒｅａｄ Ｏｎｌｙ Ｍｅｍｏｒｙ），ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ Ｖｅｒｓａｔｉｌ
ｅ Ｄｉｓｃ）を含む）、光磁気ディスク６１３（ＭＤ（Ｍｉｎｉ－Ｄｉｓｃ）（登録商
標）を含む）、若しくは半導体メモリ６１４等よりなるパッケージメディアにより構成さ
れるだけでなく、コンピュータに予め組み込まれた状態でユーザに提供される、プログラ
ムが記憶されているＲＯＭ６０２や記憶部６０８が含まれるハードディスクなどで構成さ
れる。
【０１４０】
　なお、本明細書において、媒体により提供されるプログラムを記述するステップは、記
載された順序に従って、時系列的に行われる処理は勿論、必ずしも時系列的に処理されな
くとも、並列的あるいは個別に実行される処理をも含むものである。
【０１４１】
　その他、本発明はこれらの実施形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱し
ない範囲内において種々の変更や修正を加えることが可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１４２】
【図１】本実施の形態に係る撮像装置のシステム構成を示すブロック図である。
【図２】像振れ周波数と振幅との関係を示すグラフである。
【図３】像振れ信号とその周波数成分毎の波形を示すグラフである。
【図４】本実施の形態に係る撮像装置の光学像振れ補正量演算の処理を説明するためのフ
ローチャートである。
【図５】本実施の形態に係る撮像装置の光学像振れ補正の補正角範囲を制御処理を説明す
るためのフローチャートである。
【図６】本実施の形態に係る撮像装置のシステム構成を示すブロック図である。
【図７】本実施の形態に係る撮像装置の電子像振れ補正量演算の処理を説明するためのフ
ローチャートである。
【図８】撮像面上の実行領域、有効領域及び余剰領域を示す図である。
【図９】ＣＣＤセンサの像振れ補正処理タイミングを示す図である。
【図１０】ＣＭＯＳセンサのライン毎の読み出しのずれについて説明するための図である
。
【図１１】ＣＭＯＳセンサの像振れ補正処理タイミングを示す図である。
【図１２】１画像中の各ライン毎に異なった補正ベクトルを適応させることを説明するた
めの図である。
【図１３】画像の更新周期と各ラインにおける電荷蓄積タイミングを示す図である。
【図１４】本実施の形態に係る撮像装置の光学像振れ補正処理を優先的に行う動作制御を
説明するためのフローチャートである。
【図１５】本実施の形態に係る撮像装置の機能を実現するコンピュータの構成例を示す図
である。
【符号の説明】
【０１４３】
　１０　撮像装置、１００　レンズユニット、１０１　レンズ、１０２　シフト防振レン
ズ、１０３　撮像素子、１０４　レンズシフトドライバ、２００　画像処理ユニット、２
０１　画像処理部、２０２　像振れ補正部、３００　記録部、４００　像振れ検出部、５
００　演算部、５０１　ＨＰＦ、５０２　減算部、５０３　光学像振れ補正演算部、５０
４　電子像振れ補正演算部、５０６　リミット制御部、５０７　レンズシフトドライバ指
示部、５０８　電子補正指示部
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